再評価調書
１事業概要

	事業名
	一般府道　三島江茨木線　歩道整備

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路環境課 交通安全施設グループ（連絡先　06－6944－9283）

	事業箇所
	茨木市 平田 地内

	再評価理由
	・事業採択後10年を経過した時点で継続中

	目的
	当該箇所は住宅の密集している地域であり、また平田中学校を初めとして公共施設も点在しており、歩行者や自転車の往来が多いが、歩道の整備されていない箇所や歩道の狭い箇所も多く、危険な状況である。

そこで、歩行者等の安全の確保を目的として歩道の整備を行うものである。

	内容
	○歩道整備

　延長：400ｍ
　幅員：11.0ｍ（歩道２．０ｍ×２＋車道３．５ｍ×２）

	事業費

（　）内の数値は計画時点のもの
	全体事業費：　約４．２億円（約４．２億円）　　　うち投資済事業費：約 ０．２億円

（内訳）調査費等約０．２億円（約０．２億円） 　　（内訳）調査費等約 ０．０２億円

用地費　約３．２億円（約３．２億円） 　　　　　　用地費　約 ０．１億円

　　　　　工事費　約０．８億円（約０．８億円） 　　　  　　工事費　約 ０．１億円

	
	【事業費の変更理由】

―
	【工事費の内訳】

歩道整備等　 約０．８億円（約０．８億円）

	事業費の変動要因
	―

	維持管理費
	２．７百万円／年・ｋｍ（過去５年間の平均値）

	上位計画
	○「大阪府都市基盤整備中期計画（案）改定版(H17.3)」

○「大阪府歩道整備計画（案）H14.12」

	関連事業
	―


２事業の必要性等に関する視点
	
	【計画時点H13】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業目的に

関する諸状況
	当該道路を東方面に行けば、（都）富田目垣線（府道鳥飼八丁富田線）及び府道大阪高槻京都線に達し、西方面に行けば、府道茨木寝屋川線に到達する。（都）富田目垣線については、高槻方面に向けて現在事業中であるが、府道大阪高槻京都線については、国道１７０号まで完成している。また、府道茨木寝屋川線についても、（都）茨木鮎川線から府道大阪高槻京都線まで供用開始していることから、当該道路が主要幹線を連絡する道路として交通量が増加しており、歩行者の安全対策が急務となっている。
○交通事故発生状況
H8～H12　事故件数0件
	当該道路を東方面に行けば、（都）富田目垣線及び府道大阪高槻京都線に達し、西方面に行けば、府道茨木寝屋川線に到達する。事業中であった（都）富田目垣線については、事業完了しており、府道大阪高槻京都線については、桧尾川左岸道路まで完成している。また、府道茨木寝屋川線についても、（都）茨木鮎川線から府道大阪高槻京都線まで供用開始していることから、当該道路が主要幹線を連絡する道路として依然交通量が多く、歩行者等の安全確保について必要性の高い箇所である。

○交通事故発生状況
H16～H20　事故件数5件
	―

	地元等の

協力体制等
	地元市等から早期整備要望がなされている。
	近年、整備要望はない。
	―

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	・交通安全事業における費用便益手法は確立できていない
	・交通安全事業における費用便益手法は確立できていない
	―

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安全・安心】

・歩車分離を図ることにより、歩行者・自転車利用者の安全を確保する。

【活力】

・誰もが安心して社会参加できる生活空間の形成（歩行者交通等の利便性向上）

【快適性】

・幅の広い歩道を整備することにより、歩行者等の通行性が向上
	【安全・安心】

・歩車分離を図ることにより、歩行者・自転車利用者の安全を確保する。

【活力】

・誰もが安心して社会参加できる生活空間の形成（歩行者交通等の利便性向上）

【快適性】

・幅の広い歩道を整備することにより、歩行者等の通行性が向上
	―



	
	【計画時点H13】
	【再評価時点H23】
	【変動要因の分析】

	事業の進捗状況

＜経過＞

①事業採択年度

②事業着工年度

③完成予定年度
	①Ｈ１４年度
②Ｈ１４年度

③Ｈ１８年度
	①Ｈ１４年度
②Ｈ１４年度
③中止
	財政状況が悪化する中、用地買収を伴う幅員での整備に本格着手できない状態が継続した。

	＜進捗状況＞
	
	・用地　３％

・工事１２％
	

	事業の必要性等に関する視点における判定（案）
	・当該路線は、主要幹線道路と接続する道路であるため、自動車や歩行者等の交通量は依然多く、歩行空間整備の必要性自体に変化はない。しかしながら、財政状況が悪化する中、用地買収を伴う幅員での整備に本格着手できない状態が継続していることや、一定の歩行空間が確保されているなど当該事業の優先順位は高くないため中止する。


３事業の進捗の見込みの視点

	今後の見通し
	・財政状況が悪化する中、本路線については事業着手の目途が立っていない。

	事業の進捗の見込みの視点における
判定（案）
	・本事業計画による事業着手の見通しが立たないことから中止する。



４コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や代替案立案等の可能性
	―

	コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点における
判定（案）
	―


５特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・既成市街地の既存道路（歩道）の拡幅であり、本事業において新たに自然環境に影響を与えることはない。

	前回評価時の意見具申と府の対応
	―

	その他
	―


６対応方針（案）

	対応方針（案）
	○中止
＜判断の理由＞

当該路線は、主要幹線道路と接続する道路であるため、自動車や歩行者等の交通量は依然多く、歩行空間整備の必要性自体に変化はないが、財政状況が悪化する中、用地買収を伴う幅員での整備に本格着手できない状態が継続していることや、一定の歩行空間が確保されているなど当該事業の優先順位は高くないため。
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